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これからのITは、すべて“サービス”の時代へ？ 
押し寄せるクラウド・コンピューティングの波 



 
うねりを挙げて押し寄せている 
クラウド・コンピューティングの波 
 
　調査会社やアナリスト機関が、クラウド・コンピュー

ティング市場の成長予測を発表しています。調

査会社米国IDCは、2008年10月、IT部門の管

理職やCIO、その他のビジネス・リーダーを対象

に実施した調査結果を発表。それによると、企業

のクラウド・サービスへの支出が2012年までに

現在の3倍の420億ドルに達するという見通しに

なったそうです。また同じく調査会社である米国ガー

トナーの2009年3月の調査でも、世界のクラウド・

サービスの売上高が2009年に563億ドルを超え、

以後も急成長を続けて2013年には1,500億ド

ル超に達するとレポートしています(IDC調査、ガー

トナー調査ともに出典:COMPUTERWORLD.jp)。 

　大きく新しい潮流が、うねりを挙げて私たちの

足元に押し寄せていることはもはや疑いのない

事実のようです。 

 

 

 

 

 

あらためて 
クラウド・コンピューティングとは何か 
 

　クラウド・コンピューティングとは一体なんでしょ

うか。クラウドとは英語で雲を意味しています。

従来より、システム構成図を描くとき、Loca l  

Area Networkを超えてネットワークが広がると

きに、それを雲のマークで表現する習慣がありま

した。インターネットの商用サービスのスタート以

降は、その雲のマークがインターネットそのもの

を指し示すことも多くなっていきました。つまり、

クラウド・コンピューティングとは、このインターネッ

トを主要舞台としたコンピューティングということ

なのです。今までコンピュータシステムを利用す

るユーザーにとって、マシンは自分たちのそばに

おいて自分たちが管理しながら使うものとなって

いましたが、クラウド・コンピューティングでは、マ

シンをそっくりネットワークの向こう側に押しやって、

ネットワークを介してサービスとして利用すること

が可能になります。コンピュータシステムを購入

するコストも、それを置くスペースも、それを管理

する手間もなくなり、使用した分だけの利用料

だけを払えばいいというのですから、大きな注目 

今、ITの世界で、大きな関心が集まっているクラウド・コンピューティング。少し
大きな書店のコンピュータ書コーナーに行くと、1つの棚がそっくりクラウド・コン
ピューティング関連の書籍で埋まっていたり、一角に単独の平積み台が設けら
れていたりします。これは一体何なのでしょうか。そして、私たちのIT利用にどの
ようなインパクトを与えるのでしょうか。今回の「ICT NOW」は、今や世界的
話題といえる「クラウド・コンピューティング」を取り上げます。 
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これからのITは、すべて“サービス”の時代へ？押し寄せるクラウド・コンピューティングの波 
 

を集めるのも無理はありません。 

　さらにクラウド・コンピューティングにとって大

きな追い風となっているのが、2008年後半以降、

世界中が直面することになった経済危機です。

収益が大きく減少した企業はあらゆる分野の予

算を縮小、それはITにおいても例外ではなく、設

備投資としてのIT導入を見合わせる動きが進

みました。しかし、業務を推進する上で定着した

IT利用そのものは、もはやストップすることはで

きません。そうした中でサービスとして利用可能

なクラウド・コンピューティングが、ますます魅力

的なものになっているのです。 

 
SaaSの上位概念として 
位置づけられる 
温故知新のシステム手法 
　 

　「InsideCube」では、以前の巻頭特集でも

SaaS(Software as a Service)を取り上げた

ことがあります。そこではSaaSを“サービスとし

てのソフトウェア”と説明しました。対して、ネッ

トワークを介してシステムを利用するとするクラ

ウド・コンピューティング。この両者の関係を一

言で説明するなら、クラウド・コンピューティング

はSaaSの上位概念であるということができます。

SaaSは主にソフトウェアの利用に焦点を置い

ていますが、クラウド・コンピューティングは、ネッ

トワークごしにアプリケーション実行を支援する

ミドルウェア・プラットフォームを提供する

PaaS(Platform as a Service)、ネットワーク

ごしにハードウェアやインフラを提供する

HaaS (Hardware as a Service)、IaaS 

(Infrastructure as a Service)なども包含してい

ます。さまざまな“aaS”が考えられるために、

XaaSと総称されることもあります。 

　そういう意味では、クラウド・コンピューティン

グの概念そのものはまったく新しいものというわ

けではなく、古くはメインフレームが全盛期であっ

た時代に、不特定多数のユーザー向けに複数

の端末を接続して利用することができた

TSS(Time Sharing System)なども、“クラウ

ド”ではないものの、サービスとしてのシステム、サー

ビスとしてのソフトウェアを実現していたといえま

した。 

 

クラウド・コンピューティングを 
実現する技術 
 

　とはいえ、今日のサービスとしてのシステムは、

さすがに実現技術がメインフレーム時代とはまっ

たく異なっています。ここでは、その主なものをざっ

と挙げてみましょう。 

 

１、標準化されたインターネット・テクノロジー

　ユーザーがサービスを利用するためのインタ

フェース部分は、大半の場合、標準化されたイ

ンターネット・テクノロジーが用いられます。つまり、

ユーザーはWebブラウザを介してサービスにア

クセスすることになりますが、これはユーザー側

にあらかじめインストールしておくソフトウェアモ

ジュールを必要としないという点で、ユーザーを

サポートする企業の情報システム部門、またサー

ビス事業者の管理・運用負荷を大きく軽減でき

ます。ただ、課題もあって、現状のWebブラウザ

のみではアプリケーションの表現力や操作性に

限界があり、ユーザーの利用満足度が得にくい

ものとなっています。サービス事業者にとっては

高い工夫が求められるポイントです。 

 

２、仮想化技術 

　バックエンド側における主要な実現技術とし

ては、仮想化技術があります。これはユーザー

数や処理量の増減にフレキシブルに対応してユー

ザーの利用満足度を満たし、サービス事業者が

利用量ベースの収益を確保するためにも、欠く

ことのできないテクノロジーです。仮想化技術と

は、具体的にはコンピュータ・リソースの物理的

特性を、ユーザーやアプリケーション、OSなどか

ら隠蔽する方法です。物理的には1台のコンピュー

タシステムであるにも関わらず、それを複数の物

理リソースに見せかけたり、その逆に、実際には

分散した物理リソースでありながら、1台の物理

リソースに見せかけたりといったことができます。

さらには、1台のコンピュータシステムをまったく

別の特性を持つコンピュータシステムであるよう

にふるまわせることも可能です。この技術を活

用することによって、従来は実現するシステムご

とに考えなければならなかったインフラ設計や運

用を簡素化させたり、ITリソースの活用効率向

上や無駄のないライフサイクル管理を行ったり

といったことが可能になります。具体的な仮想

化層は、サーバ・レベル、システム・レベル、アプ

リケーション・レベルなどさまざまあり、これを提

供する事業者の仮想化戦略によって異なります。 

 

３、グリッド・コンピューティング 

　分散したコンピュータシステムを統合的に利

用する技術としては、グリッド・コンピューティング

という手法もあります。これは、分散の形態がイ

ンターネットのように広がったネットワークを超え

たとしても一つのコンピュータ・リソースとして結

びつけることができ、ひとつの大きなシステムと

してサービスを提供できるというものです。これ

までは、膨大な計算処理を安価に行ったり、デー

タの保存・利用のために活用されてきましたが、

クラウド・コンピューティングを実現する手法とし

ても大きな期待が持たれています。 

　 

発展途上の概念ゆえに 
現状は課題も存在 
 

　しかし、このクラウド・コンピューティングにも

課題がまったくないというわけではありません。

企業で利用するコンピュータシステムとなれば、

機密性の高いデータを預ける場面も出てくるこ

とから、セキュリティに関しては従来の企業情報

システム以上に気を遣う必要があります。アク

セスポイントが公になれば外部からの攻撃を受

けやすくなることは確かです。そのため、一部の

市場予測では、クラウド・コンピューティングを、

広く一般向けに提供する“パブリック・クラウド”

と、ファイアウォール内などで閉じて利用する“プ

ライベート・クラウド”に分類し、企業利用として

は“プライベート・クラウド”の形態で発展する

だろうとしています。 

　また、自前で保有・運用するのに比べると、ク

ラウド・コンピューティングは内部の仕組みがブラッ

クボックスになりやすく、もし万が一何らかの障

害が発生してサービスが利用できない事態にな

れば、企業活動そのものが停止してしまうという

懸念があります。それは中身について管理・運

用しなくてもいいという利点とトレードオフの関

係にあります。 

　いずれにせよ、サービス事業者を選定する場

合には、品質の高いインフラストラクチャを備え

ているか、セキュリティ対策は万全か、誠意をもっ

てサービスの機能拡張に努めているか、

SLA(Service Level Agreement)を積極的に

示す姿勢はあるかなどといったシビアな視点を持っ

てじっくり検討することが重要です。 

 

本格的な発展はまさに 
これから 
 

　現在、米国ではクラウド・コンピューティングの

中心的なプレーヤーとして、アマゾンやグーグル

の名前がよく挙がります。アマゾンが提供して

いるのは、計算サービスである「エラスティック･

コンピュートクラウドEC2(Elastic Compute 

Cloud)」や同社のサイト内にテナントを構える

ことができる「アマゾン・ウェブサービス

AWS(Amazon Web Services)」。一方、グー

グルは「Google App Engine」として、開発者

がWebアプリケーションを構築できるインフラを

提供し始めています。 

　とはいうものの、クラウド・コンピューティング

の本格的な発展はまさにこれからというところ。

日本においても、ここ1、2年で一気呵成にさま

ざまなサービスが展開されていくものと思われます。 

（単位：億円） 
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企業の間で大きな注目が高まる 
CREマネジメント 
 

　企業経営において、決して軽視することのでき

ない経営資源の一つに不動産があります。社員

の執務拠点として必要な本社や支店・事務所、

製品を製造するための工場、製品を販売するため

の店舗、社員の居住施設である寮・社宅など、事

業の発展とともに企業不動産も増加の一途をた

どる傾向があり、一般的な企業では総資産の3～

4割を占めるといわれています。それだけに、企業

不動産をどのように保有または貸借し活用してい

くかは、企業価値向上の観点から非常に重要な

戦略です。 

　また今日は、国際財務報告基準（IFRS：

International Financial Reporting Standards）

の適用や減損会計の実施、棚卸資産の低価法

適用など、会計制度のルールが大きく変化しつつ

あり、企業経営における企業不動産の位置づけ

がますます高まっているといえます。 

　そうした中、今大きく注目を集めているのがCRE

マネジメントという分野です。CREとはCorporate 

Real Estate の略称。MKIでは、不動産管理業

務パッケージ「MKI PROPERTY MANAGER」

の展開で培ったノウハウに加え、数多くの金融機

関向けシステム構築のノウハウを融合・活用し、早

くから企業におけるCREマネジメントの実現に向

けて力を傾けてきました。 

　そして、来る2009年8月、満を持してリリースする

のが、CREマネジメント統合ソリューション「MKI 

CRE Suite」です。MKIでは、顧客の要望に柔軟

に応じるため、SaaSモデルと、パッケージ導入モデ

ルの2つの提供方法を用意します。とりわけSaaSサー

ビスとしての「MKI CRE Suite」は、“企業情報シ

ステムは今後、そのたび構築する一品生産から、

電気のようにコンセントをつなげば利用できる利便

性の高いユーティリティサービスとして提供されて

いくものとなり、MKIこそがそれを実現できるサービ

ス事業者である”という確信から、世に放つサービ

スアプリケーション・ソリューションの第一弾です。 

 
経営の観点からの 
不動産管理ニーズに 
過不足なく応える「MKI CRE Suite」 
 
　今回のプロジェクトで陣頭指揮を執る事業開発

本部 新事業企画開発部 新事業開発室 室長 

清水肇は、「MKI CRE Suite」提供の経緯を、以

下のように語ります。 

　「海外では経営の必須項目として考えられて

きたCRE戦略は、ここ数年、日本でもようやく意

識されるようになってきました。国際財務報告基

準対応はその要因のひとつと言えます。不動産

市場の動きが企業財務にダイレクトに影響を与

えることから、企業不動産はリスク資産としてクロー

ズアップされることになりました。減損会計の実

施等に続き、賃貸等不動産の時価開示、資産

除去債務計上が急務となっています。 

　不動産の持つリスクの回避・有効活用、さら

にはステークホルダーへの説明責任を果たす上

で、今やCREマネジメントは企業経営におけるピー

スのひとつです。資産の見える化、CRE最適シミュ

レーション、企業価値向上シミュレーション、基幹

システムとの連携など、『MKI CRE Suite』は、

まさに今求められているニーズにしっかりと応え

られるサービスです」 

　SaaSサービス「MKI CRE Suite」は、大きく3

つの特長があると、事業開発本部 新事業企画開

発部 新事業開発室 シニアプロジェクトマネージャ 

夏目俊夫は語ります。夏目は15年の長きにわたっ

て不動産分野に従事。今回のサービス開発にお

いてもその豊富な経験を惜しみなく投入するなど、

中心的な役割を果たしました。 

　「1つめの特長は、管理情報項目の柔軟さです。

企業不動産といっても前述のように、社屋もあれ

ば工場もあり、企業として管理すべき項目は多岐

にわたります。このサービスでは、ユーザー企業が

設定したKPI(Key Performance Indicator)に応

じて、管理項目を柔軟にカスタマイズすることがで

きます。 

　またこの管理情報項目では、不動産という特性

から地図情報との連動性を重視。グーグルマップ

とのマッシュアップにより、ストリートビューで周囲の

環境情報を取得でき視覚での資産価値分析も可

能です。あらゆる角度からの分析を可能にすること、

そして使いやすいユーザーインタフェースの実現に

は特にこだわりました。これが2つめです。 

　3つめは、過去の金融データに基づいて、企

業不動産の格付け評価を行えるという点です。

ここではMKIが独自に開発した格付け評価基

準を採用するとともに、外部格付け機関の評価

基準も参照することができ、安定性と成長性、

双方をうまくバランスさせた格付け評価を行うこ

とが可能です」 

 
すでに多くの引き合いが寄せられ、 
大きな成長分野に育つ予感 
 
　8月のファーストリリースでは、まず企業が保有・

貸借する不動産リソースの一元管理化、可視

化をサポート。その後、そうした不動産リソースの

保有状況が変化することにより、財務指標がど

う動くか、またその動きにより企業格付け評価が

どう変わるかを分析し、経営の観点から最適案を

示す経営改善計画機能を追加していきます。さ

らには、企業の持つ不動産リソースの特性に合

わせて高度なCRE戦略をシミュレーションできる

機能も提供していく予定です。 

　現在、正式リリースに向けて最終の調整段階

に入っていますが、ここで力を発揮しているのが、

事業開発本部 新事業企画開発部 新事業開

発室 大森洋馬です。MKI入社以来、ユーザー

企業の情報システム開発・運用に携わってきた

ことから、アプリケーションを利用するエンドユーザー

が、どのような機能をどのようなスピード感で求め

ているかを熟知しており、夏目の言及した使いや

すいユーザーインタフェースの実現にも大きな

役割を果たしています。 

　「『MKI CRE Suite』は、経営トップや経営

幹部など、日常的にはITをあまり利用されないか

もしれないエンドユーザーも想定しているので、

マニュアルなどを見なくても直感的に欲しいデー

タを入手でき、重要な意思決定が瞬時に行える

ことが特に肝心です。これまでの経験を生かして、

ユーザビリティ向上のアイデアを今後も積極的

に出し続けていきたいと考えています」 

　「MKI CRE Suite」には、これまでMKIが培っ

てきた不動産、金融分野での業務ノウハウ、アプ

リケーション構築スキル、また三井グループが築

き上げた高い信頼感から、すでに多くの期待が

寄せられているといいます。“この分野が企業の

共通関心領域になりつつあることを肌で感じる。

この追い風を力に、努力を重ねてCREマネジメン

ト浸透の一翼を担う存在になりたい”と意気込み

を語る清水。2009年7月23日には「CREマネジメ

ント実践セミナー」を開催、サービスの詳細が早く

もベールを脱ぎます。「MKI CRE Suite」のこれ

からの展開にどうぞご期待ください。 
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保有資産の約4割を占める企業不動産。 
その効率的な活用を、「MKI CRE Suite」が全面 サポートします。 

　ご利用イメージ画面 
MKI CRE Suite（物件マスタ）は、土地・

建物等の物件基本情報はもちろんの

こと、各種契約書等の重要書類も文

書管理機能により出し入れが自在。 

グーグルストリートビュー 
との連携 
Googleマップと連動し、ストリート

ビューにて自社不動産、及び周辺

環境も活動的に確認できる。 
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　攻めと挑戦の1年となる2009年

度。これを推進していく原動力とな

るのが営業統括本部である。 

　「具体的な施策としては、お客

様第一を徹底していきます。攻め

るにしても、挑戦するにしても、常

に行動のモノサシは、『お客様にとっ

て価値があるか』というところに置

きたい。この『カスタマーファースト』

の精神を中核に据えて、合併した

2つの企業の力を融合してこそ、お

客様に対して、これまで以上に大

きなメリットをもたらす総合的なソ

リューションを提供できるのだと思

います。そして、お客様に他のSIer

との違いを感じていただいただけ、

また、MKIの付加価値を高めるこ

ともできるのです」と、鈴木は語る。 

　SIerを取り巻く市場環境はきわ

めて厳しい。ユーザー企業のシス

テムに対する投資意欲は急速に

冷え込んでおり、MKIも、2008年

度（2009年3月期）の業績は前年を下回った。 

「たしかに、2008年下期から急激な減速に見

舞われ、売上高も前年に比べて減りましたが、

2008年度の上場SIer企業の中では、前年と

ほぼ変わらない位置をキープしています。さら

に注目していただきたいのは、2008年度は、

品質改善と利益向上に相当な成果があがっ

た1年だったということです」と鈴木は話を進

める。 

　「利益率が上がったのは、大規模不採算

案件を減らして、付加価値の高い提案を心が

けた結果。2007年度は大型不採算案件が

数件発生しましたが、2008年度はほぼゼロと

することに成功したのです」と鈴木は言う。 

　プロジェクトの品質向上は大きなトピックス

である。MKIにはプロジェクトの進捗・品質な

どを社内の第三者的立場でチェックするしく

みがある。これにより、開発における手戻りや、

納期遅れなどが発生しにくい体制ができ、開発・

構築・運用メンテナンスにおける経費も全体

的に抑制できた。ひいては、利益率向上にも

貢献しているのである。 

　「2008年度に『飛躍』をテーマにして取り

組んだ結果、今後の中長期的な成長へとつ

ながる足がかりがいくつかできました。そのひ

とつが、2009年度から取り組む、SAPジャパ

ン「SAP�ERP」を用いた三井物産の基幹シ

ステム再構築プロジェクトです。このほかに、

三井物産グループ以外の大手企業にもMKI

を評価いただいており、戦略パートナーとして

進めている大規模案件もあり、『挑戦』するター

ゲットは、かなり具体的に見えています」と鈴

木は語る。 

 

 

 

 

 

　組織変革も積極的に行ってきた。 

まず2008年4月、事業区分別で分けていた営

業組織を、顧客業種別の組織へと作り変えた。

これは、顧客志向で案件へ柔軟に取り組むこ

とのできる組織体系であり、お客様第一の表

れでもある。 

　「さらに2009年度は、総合力を一層高め、

お客様に総合的な提案を行うための新規組

織をいくつか設置しました」と鈴木。2009年4

月にスタートした新組織は複数あるが、その中

から、営業企画部、業務統括部、サービス＆

サポート営業部を紹介しておこう。 

営業企画部は、各事業部の営業部を組織横

断的に支援して、総合力を発揮しやすくする

組織だ。営業ニーズを吸い上げて技術部門

へ橋渡しする役目も担っており、約20名のメ

ンバーは、それぞれの領域での専門知識と経

験ある人材が集まっている。 

　「営業企画部をハブとして、各営業部はも

ちろん、MKIテクノロジーズ、MKIネットワーク・

ソリューションズなどのグループ会社の力も結

集していきます。攻めの営業を展開するため

の統括部隊ということができるでしょう」と鈴

木は自信を込めて語る。 

　攻めの部隊を強化するのと並行し、社内を

守る部隊として、現場マネジメント力と部門間

連携の強化を図る「業務統括部」も新設した。 

　また、営業部の中に、保守サービス営業の

専門部隊「サービス＆サポート営業部」を作り、

保守サポートを通じシステム利用中の顧客ニー

ズの変化や追加要求に対応して、お客様に

満足いただけるサポート体制も整えた。 

　「システムは購入することに意味があるの

ではなく、使ってこそ価値を生み出します。安

心して使っていただき、さらに価値を高めてい

ただくために、保守フェーズをサポートする部

隊を強化しました」と鈴木は説明する。 

 

 

 

 

　SI事業オーナー、NI事業オーナーという事

業オーナー制度をスタートさせたのも、2009

年度の新しい試みである。 

　「システムは、アプリケーションやネットワー

クインフラが単独で動くものではありません。

特にSIとNIは、自動車のボディとシャーシのよ

うなもので、一体化していてこそ走ることがで

きます。SIとNIの融合が重要であるからこそ、

事業オーナーという組織横断的な視点で取

り組む体制を作りました」と鈴木は語る。 

　事業オーナー制度とは、「事業オーナー」を

中心としたバーチャル組織で、SI事業とNI事

業というそれぞれの方向軸を堅持しながら実

際の各組織の役割や責任の所在を見渡して、

課題を抽出し、MKIを特徴付ける中期・短期

の事業戦略を立案し、具体的な施策立案を

行うのである。 

　折りしもSI、NIの領域では、パラダイムシフ

トともいうべき、急激な技術革新が進んでいる。

「今日の常識が明日にはひっくり返る」といっ

た言い方もされている。 

　「しかし、お客様にとっては、今日作ったシス

テムが明日ひっくり返ってはいけません。クラ

ウドだ、SaaSだと、技術の名前

だけ先行させるつもりはありませ

ん。技術やソリューションは、あ

くまでも道具。大事なのは、そう

した道具を組み合わせて、お客

様に価値を提供すること。モノ

サシは常にここに据えながら、

最新技術をより良い形で組み

合わせて提案していきたい」と

鈴木は語る。 

　技術は、新しいから価値があ

るのではなく、どのようなビジネ

スプロセスでどのように使うかまで踏み込んで

設計し、実際に使ってこそ価値を生む。ただし、

新しい技術は常にウォッチして、取り上げるべ

きものはいち早く判断していかなければならな

い。こうした本質を見極めての技術提案にも、

SI事業オーナー／NI事業オーナーの制度は

力を発揮していくはずだ。 

 

 

 

 

　「上場SIer企業の中で、『中堅の総合シス

テムインテグレータ』という評価をもらっている

MKIですが、今後は、もう少し規模感を追求し

ていきたい」と鈴木。私見であると注釈したう

えで、「これまでのITサービス業は、国内マーケッ

ト中心で考えるのが常識でした。しかし、規模

感を出すためには、海外にも目を向ける必要

があるかもしれません。MKIは過去に米国三

井物産の仕事も経験しており、海外での競

争に打ち勝っていく素地はすでにできている

と思っています」と意欲的に付け加えた。企

業規模が大きければ、技術者を増強でき、技

術やノウハウの蓄積もどんどん厚みを増して

いくことができる。付加価値の高い大型案件

を、請け負うことも可能になる。 

　「『システムのことなら、MKIに相談すれば

何でも解決する』と思っていただける存在に

なりたい。そのためには、SIとNIの全体を網羅

したうえで、深みや厚みも追求していきたい」

と鈴木は言う。 

　事業を拡大するためには、現在のMKIの強

みをさらに強化しなければならない。MKIの強

みとしては、SIとNIの両方の技術力・ノウハウ・

人材を持っていることに加えて、顧客と長期

にわたって良好な関係を築いていることが挙

げられる。20年も30年もの長期にわたる関

係は、顧客のニーズを深く把握しているからこ

そである。 

　「いろいろなハード／ソフトのプロダクトを

提供していますが、どれも必ず自分たちの手

で動かして確認してから、お客様へ提供して

いることも、MKIの特長です」と鈴木は言う。 

　ハードウェアもソフトウェアも、必ずMKIのラ

ボで動作確認をしてから提供しているため、

納品後に「動かない」といった事態が発生す

ることなく、信頼性の高い稼働を続けられるの

である。 

　提供するソリューションは、SIとNIをトータル

に融合して提案していくことになる。たとえば、

アプリケーション開発を担当した企業へ、その

アプリケーションを最適に運用できるネットワー

クやVoIPの提案をしたり、ネットワーク構築を

支援した企業に対して、業務システムの遠隔

監視サポートを提案したりする。システムは、

アプリケーションからネットワークまで一体になっ

てこそ、ユーザー企業に利益をもたらす。そこ

でMKIは、トータルソリューションにさらに磨き

をかけようと考えているのだ。 

　新規に追加を予定しているソリューションと

しては、CREマネジメント、仮想化によるサー

バ統合、エネルギーマネジメントなどがある。 

　最後にパートナー企業に向けて、「MKIは1

社で仕事をしているのではなく、非常に多くの

パートナー企業に支えられています。お客様

にとっての付加価値を加えるという仕事は、さ

まざまな人を介してでなければ実行できないか

らです。パートナーのみなさまには、MKIの取り

組み姿勢を理解していただいたうえで、われわ

れと同じ船に乗り込み、お客様のほうへ舵を

向けて、一緒に漕ぎ出していただきたい」と鈴

木は呼びかけた。 

　中期経営計画の最終年度となる本年の

2009年度。MKIは、これまでに整備された業

務基盤を活かしながら、グループ総合力を向

上させ、新たな挑戦をしていこうとしている。 

 

「お客様の利益」をすべての評価軸として、 
攻めの営業、新規事業への挑戦を展開 
2007年4月1日、ネットワークインテグレータ（NIer）のネクストコムとシステムインテグレータ（SIer）の三井情報

開発が合併して、三井情報（MKI）が生まれた。MKIは、合併の成果を着実に上げ、SIとNIの融合による事業領域拡

大を達成するために、3ヵ年の中期計画を立てて実践してきた。合併初年度のテーマは、足場を固める「融合から創造

へ」であった。2008年度は「創造から飛躍へ」と進み、3年目となる2009年度は「攻めに転ずる挑戦の1年」を期

している。営業統括本部長の鈴木茂男に、2009年度の抱負と、事業の具体的な方向性を聞いた。 

G r a n d D e s i g n
キーマンが語る、MKIの進む道 
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　「NI事業オーナーという制度は、NI事業基

盤を強化するための全社的な取り組み。その

推進役を務める事業オーナーは、『事業を考

える人』ということができるでしょう」と、渡邉

辰夫は新しい制度を位置づけた。 

　渡邉はもともとネットワークインテグレーショ

ン事業に携わってきたため、これまで積み重

ねてきたノウハウと力をさらに強化して、NI事

業オーナーの役目を果たそうと考えている。 

　「ネットワークインフラ構築、音声系事業、

コンタクトセンター。こうしたインフラ構築のノ

ウハウと、業種共通の基盤構築技術をベー

スとしつつ、今後はさらに、CRMやERPなどの

アプリケーション領域にまで踏み込んでいき

たい」と、渡邉は意欲的に語る。 

　月2回、組織の壁を超えて、NI事業に技術

や知識や意欲を持つ営業、技術、コンサルタ

ント、グループ会社の人材が参加して開催さ

れるNI事業オーナー会議というものがある。 

　NI事業はサイクルが短い。ネットワークイン

フラの構築は、数ヵ月から半年程度で、構築

から引渡しまで完了させる必要がある。そこで、

NI事業オーナー会議は、各部署からの代表

者が、いま直面している個別の案件を持ち寄り、

この問題をみんなで検討し、できるだけ早急

に解決策に至ろうという取り組みが中心となっ

ている。この目的を果たすために、NI事業オー

ナー会議の中には、「品質」「マーケティング」

「技術」という3つの分科会が作られており、

最短時間で最良の解決策へ到達できるように、

メンバーが力を合わせている。 

 

 

 

 

　MKIの経営戦略を着実に実行していくた

めに、NI事業はどのような方向を向いていけ

ばいいのか、経営の視線で考えるのも、NI事

業オーナーの役割である。 

　「これからは、ものを売るのではなく、サービ

スや機能を提供することが重要です。NI事業

そのものをサービスとして提供できないか、た

とえばコールセンターを、インフラサービスの機

能のひとつとして提供できないかなど、さまざ

まな角度から検討しています。」と渡邉は言う。 

　また、CRM、音声系などの個別のソリューショ

ンを、各業種へ提案するには、どのようなアプロー

チがあるかといった、プロダクト視点でのソリュー

ション体系も作っているところだ。 

　たとえば、金融業のユーザー企業には、ど

のようなコンタクトセンターのサービスが必要

であるか、流通業のユーザー企業であれば、ど

のようなCRMシステムが必要であるか、そして、

それを実現するプロダクトの組み合わせはど

のようなものがあるか、体系化し、社内に広め

ていこうとしているのである。 

 

 

 

 

　MKIのNI事業は、マルチベンダーを基本と

してきた。マルチベンダーの製品を組み合わ

せてソリューションを創造することで、ユーザー

企業の個別のニーズや環境へ最適にマッチ

させてきたのである。 

　したがって、扱っているプロダクトの種類は

多く、現段階で100近くに及ぶ。たとえば、

PBXだけでも、Cisco、Avaya、Nortelの3社

製品を扱っているのである。 

　「単純に、数が多ければいいというもので

はありません。2008年には、プロダクト体系を

根本から見直して、整理しました。さらに2009

年は、絞り込んだ集大成の中に、現在と将来

のニーズを考えながら、新たなプロダクトの追

加を検討しています。つまり、プロダクト体系を

絶え間なく刷新して、最新のニーズに合った

ものへとブラッシュアップを継続的に行ってい

るのです」と渡邉は言う。 

　しかも、選定したプロダクトは、徹底的な動

作検証を行っている。 

　東京・東中野のラボセンターには、多種多

様なマルチベンダーのプロダクトをつないだ

環境を作っており、さまざまな条件を想定した

動きや、新規プロダクトの連携を、総合的か

つ実地で検証できるのだ。 

　「ラボセンターには優れた技術者がそろっ

ていて、微に入り細に入り、徹底的な検証を行っ

ています。AとBの組み合わせはもちろん、Cと

Dまで組み合わせたときの動きまできちんと確

認して、お客様に提供しています。この取り

組みによって、『高品質に裏打ちされたマル

チベンダー環境』を提供してきたのです」と渡

邉は強調する。 

　融合から飛躍、挑戦へ。合併後3年をターゲッ

トに立てた中期計画は、ついに最終年度に

突入した。MKIは、NIとSIを融合して提供でき

る理想像へと、着実に近づいており、さらに次

の中期計画の検討を開始しているのだ。 

　「2009年度以降は、合併したことによる成

果を、お客様に向けて積極的に提供していき

たい」と渡邉は力強く語る。 

　MKIのNI事業は、今後も世界中に向けて

アンテナを張り出し、最新情報を敏感にキャッ

チしながら、新規ビジネスの創造に挑戦して

いこうとしている。 

 

 

初代NI事業オーナーとして豊富なプロダクトを 
組み合わせて高信頼のインフラサービスを提供 
2009年4月1日、SI事業オーナー、NI事業オーナーという事業オーナー制度がスタートした。組織の壁を越えた総合

的なソリューションを提供するためにスタートした制度である。初代のNI事業オーナーに就任した営業統括本部 副本部

長の渡邉辰夫に、MKIのNI事業の強みと、今後の方向性について聞いた。 

G r a n d D e s i g n
キーマンが語る、MKIの進む道 

三井情報株式会社  執行役員 
営業統括本部　副本部長（NI事業オーナー） 

渡邉 辰夫 

三井情報株式会社　執行役員 
営業統括本部　副本部長（SI事業オーナー） 

阿部 義彦 

3つの分科会で個別案件に 
取り組むNI事業オーナー会議 

業種別に必要なNIサービスの 
体系化にも着手 

マルチベンダーのプロダクトを 
ラボセンターで徹底的に事前検証 

 

 

 

　「事業オーナー制度は、現在の組織を補

完して、MKIグループ全体の総合力を発揮

するための制度といえるでしょう」と、阿部

義彦は言う。 

　つまり、対外向けの実組織ではなく、社

内の取り組みを整備するためのバーチャル

な組織なのである。 

　SI事業オーナーである阿部は、月2回、「SI

事業オーナー会議」を招集・開催している。 

　参集するのは、営業、技術、コンサルタント、

あるいは、MKIテックをはじめとするグループ

会社のSI事業に詳しい人材など。各部署

から選出された人もいれば、SI事業オーナー

が指名した人もいる。 

　「SI事業オーナー会議がやろうとしてい

るのは、SIモデルに対して組織がそれぞれど

のような役割を果たせば良いか、どのような

ポイントを押さえていけばSIビジネスを効果

的に回していくことができるかを、検討し、可

視化することです。たとえば、アフターフォロー

を強化するには、どの組織がどのプロセスで

どういう役割を果たすべきであるかなどを見

定めて、会社へ提案しています」と阿部は

説明する。ここで言う「SIモデル」とは、企

画し、設計し、開発・構築して、運用するとい

うきわめて普遍的なSIのビジネスモデルの

ことだ。 

　初年度に取り組んでいるテーマは、この「SI

モデルに対する各組織の役割見直し」のほか、

特定の顧客について、これまでの仕事のや

り方を見直し、今年度の戦術検討や、2008

年から強化に取り組んできたSAPビジネス

の進め方に関する戦術検討などがある。 

　SI事業オーナー会議は、3ヵ月ごとに、テー

マに対する明確な答えを出すことにしており、

この目標に向けて、熱い議論を重ね、持ち帰っ

て企画立案したり、改善に取り組んだりした

うえで、会社への答申を取りまとめている。 

 

 

 

 

 

 

　SI事業が取り組み、解決していかなけれ

ばならない課題は、ほかにもたくさんある。 

たとえば、開発のスピードアップだ。今や「開

発期間1年以内」はごくあたりまえで、Web

システムだと「半年以内」で作り上げなけれ

ばならない。 

　しかも、高まる要求は短期開発だけでは

ない。コスト削減、内部統制の順守、競争

力強化などの要求に応えつつ、短期開発も

達成していかなければならないのだ。これを

技術力だけで実現していくのは困難である。

そこで、顧客のビジネスパートナーとなること

で、このスピードと変化への要求に対応しよ

うとしている。 

　「『このシステムを作ってくれ』とオーダー

を受けてから、速く、低コストで、しかも、内部

統制まで意識しながらシステムを作っていく

には限界があります。そこで、お客様との長

年のつきあいを活かし、システムを作る前か

らパートナーとしてお客様の業務ニーズに

寄り添っていくことで、オーダーが来る前に、

必要となるシステムを把握して、準備して、

最適なアプローチをしていきたい。これがパー

トナー戦略です」と阿部は語る。 

 

 

 

 

　MKIのSI事業の強みは、三井物産という

日本でも最大クラスの企業規模を持つ企

業のシステムを、企画から設計、構築、運用

まで一貫して手がけてきたということだ。 

1兆円規模の会社を支えるシステムを最初

から最後まで作り上げるという経験は、どの

SIerでも蓄積できるノウハウではない。大き

なシステムの一部のプログラミングだけを担

当してきたのでは決して身につけることので

きない、知見の広さをMKIは持っている。つ

まり、さまざまなシステムと、その連携によっ

て生み出される効果やリスクについて、大き

な視野から見通すことができるのである。 

　また、商社を中心とする企業グループの

システムを手がけてきたため、流通系ビジネ

スの業務知識を身につけていることも強み

である。 

　2009年の新規ビジネスとしては、ERP事

業を立ち上げた。多くの企業で、数年前に

導入されたERPが、ちょうど転換期に来て

いるからだ。 

　「技術のパラダイムとしては、SOAと仮

想化をうまく使いながら、SAPの導入や移

行を効率よく進めていきたい」と阿部は言う。

SOAを用いれば、ある企業へ提供したソリュー

ションを他の会社で再利用しながら、スピー

ドと低コストを追求することが可能だ。仮想

化技術を使って、SAPのバージョンアップや、

ハードウェアやOSの刷新をするといった取

り組みも考えられる。 

　「仮想化はすでに、各種の検証を通じて

利用技術を積み重ねています。SOA技術も、

2009年中にはシステム開発で採り入れて

いきます」と阿部。MKIのSI事業は、現状

の課題を正面から見据えて解決し、さらに、

技術力の裏打ちも強化しながら、新しい顧

客と新しい事業領域の開拓へ挑戦してい

こうとしている。 

初代SI事業オーナーとして 
機能別組織を補完する、総合的なSIアプローチを強化 
事業オーナー制は、事業基盤を強化し、SIとNIを融合することを通じて、合併の成果をユーザー企業の手へ確実に提供

するために発足した制度ということもできる。初代のSI事業オーナーに就任した営業統括本部 副本部長の阿部義彦に、

新制度にかける思いと初年度の取り組み目標を聞いた。 

月2回のSI事業オーナー会議で 
現状の課題と解決策を議論 

顧客のビジネスパートナーとして 
取り組む 

ERP事業の展開には仮想化、 
SOA技術も活用 



MKIのおすすめソリューションを、カテゴリー別にご紹介します。 
MKI Solutions

●金融分野におけるSI・NIの高度な融合モデルを実現 

MKIは市場系金融分野においても、金融業務アプリケー

ションの展開を行ってきました。VaR計測をはじめとす

る市場リスク管理ソリューションや、為替・デリバティブ

などの金融商品取引におけるフロント・バックオフィスを

横断的に管理するSTPソリューションなどを展開してき

ました。一方、ディーリング・フォン、音声録音装置、

PBXを中心とした金融機関向け音声基盤ソリューショ

ン、ネットワーク機器やセキュリティ・運用監視をコアと

するデータ系のインフラ事業分野でも幅広いサービス

を提供しています。 

SI、NIを融合させた一気通貫の新たなMKI金融ソリュー

ションの提供で、お客様の広範なニーズにお応えして

まいります。 

●地方金融機関のデファクト・スタンダードから新たな展開へ 

MKIでは「財務分析システムCASTER」を開発、

1983年より販売・導入を開始し、現在では160を超え

る金融機関に導入される財務分析のデファクト・スタ

ンダードシステムとして、金融機関の業務を支えていま

す。さらに1997年には、「信用リスク管理システム

CARM」、2007年には「自己査定システムRyoma」

の販売を開始。財務分析から審査業務全般を支える

システム展開を行っています。 

現在、MKIでは金融パッケージ製品を個々に展開す

るだけではなく、複数パッケージを組み合わせた、トー

タル・ソリューションの提供を推進しています。お客様

の業務フローを網羅するトータル・ソリューションの提

供により、お客様から業務を任されるSIパートナーを目

指して新たな取り組みをスタートさせています。 

経済情勢を背景に、一般事業会社においても取引

先の財務分析、信用リスクの管理の重要性、ニーズ

がますます高まる中、MKIの金融ソリューションが、独

自の視点でリスク管理水準の高度化を支援します。 

MKIでは、金融SI分野への取組みを開始してから25

年余り、銀行・証券・保険業界のあらゆる分野で先進

的なシステムの構築に携わってきました。企画・コン

サルティングからパッケージシステム販売、設計・構築、

保守・運用に至るまで、シームレスな金融ICTサービ

スを長年に亘りご提供してきました。この間に培った

豊富なノウハウ・先進技術をベースに、金融機関のミッ

ションクリティカルなニーズに対して、今後も最適なソ

リューションと充実したサポートを提供してまいります。

またさらに、音声事業、ネットワーク事業をはじめとする

インフラストラクチャの豊富な製品群やサービスメニュー

もご提供してまいります。 

先進技術と豊富な実績に基づく最適なソリューションと、充実したサポートを提供 
「金融ソリューション･サービス」 

ユニファイドコミュニケーション（以下：UC）とは、メール・
電話・ＴＶ会議、チャット、プレゼンスなどのさまざまなコミュ
ニケーションツールを統合することで、ビジネスプロセスを

最適化し、コストダウンと業務効率の向上を図ることが可
能なソリューションの総称です。 

多彩なコミュニケーションツールの統合により、ビジネスプロセスを最適化 
「MKIマルチベンダ ユニファイドコミュニケーション」 

システム構築 

■グローバルスタンダード製品によるユニファイドコミュニケーションのご提供 

Telephony連携運用 

Ciscoテレプレゼンス 

ID Management

IP Platform

セキュリティ 
運用監視 

経営支援 
（ALM） 

総合リスク 
管理ソリューション 

決済ソリューション 
SWIFT、日銀 

決済基盤 
（Gateway） 

ディーリング・ 
フォン 

コールセンター 
一括受電センター 音声 

録音装置 
PBX／ 

オフィスコミュニケーション 

財務・審査・融資 
ソリューション 

市場系金融 
STPソリューション 

キャッシュ・マネジメント・ 
ソリューション 

お客様 

銀行・証券・ 
保険会社他 

一般事業会社・ 
商社・メーカー他 

地方 
企業 

首都圏･ 
大手企業 

グローバル 
企業 

●幅広いコミュニケーションテクノロジーを統合 

MKIが長年に亘り提供してきたIP通信技術は、UCソリューショ

ンでは欠かせない通信インフラ基盤になっています。さらに、帯

域制御、優先制御、SIP（Session Initiative Protocol）などを

利用したシステム構築により蓄えてきたノウハウを組み合わせて、

お客様にご提案させていただきます。 

MKIの強みのひとつであるコンタクトセンター・ソリューションで

使用されるCTI（Computer Telephony Integration）、Text to 

Speech、ボイスポータル、アプリケーション連携などの構築実績

をもとに、UCソリューション

を安定してお客様に提供

しています。 

さらに、個々のユーザーを

識別して管理するID認証

基盤の構築も提供するこ

とが可能です。これらの技

術を用い、利用者が使い

やすく運用面にもすぐれたUC環境の実現をサポートいたします。 

●さらなるソリューションの拡張へ 

MKIでは、お客様へのUC導入支援や新商材をUCへ取り込

むことなどを通じて、ソリューションを拡張させることにも取り組

んでいます。UC導入の投資効果を測るアセスメント・メニュー

や導入戦略を支援するコンサルティング・メニューも用意して

います。 

また、臨場感あふれるフェイスツーフェイスの会議環境を実現

する「テレプレゼンス」という新しい分野のコミュニケーションツー

ルをビジネス現場に提供することを開始しています。 

さらに、モバイルで外出先から社内のメンバーへアクセスし、様々

なコミュニケーションを可能にするモバイルソリューションの提

供も開始。Single IDによ

るID認証基盤を導入する

ことで、社内と変わらない

セキュアな状態でのシス

テム利用を可能にします。 

お客様環境のコスト削減、

業務効率向上へ貢献することがMKIのUCの第一歩。これら

の提供だけにとどまらず、「部門を超えたコミュニケーションの

活性化」、「グループ会社、コミュニティを包括したコミュニケー

ションの活性化」によるお客様のさらなる競争力の向上につ

ながるソリューションをご提案いたします。 
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●グローバルスタンダード製品群を日本仕様として提供 

MKIでは四半世紀にわたり、システム構築のみならず、運用・保守

までを含めてお客様へサービスを提供することで、インテグレーショ

ン・ノウハウを蓄積。従来の、個々の商材の特徴を生かしたマル

チベンダー・インテグレーション提案という特徴に加え、各ベンダー

が提供するグランドデザインを統合し、中～長期的なお客様ICT

戦略の実現を支援しています。 

また、新製品の提供にも積極的に取り組み、日本独自の運用をサ

ポートするための自社開発ツールの提供を加えることで、グローバ

ルスタンダードな製品群を日本仕様としてお客様へ提供しています。 

Enterprise Search E-Mail / Portal / Scheduler TV / PC Conference Tele PresenceIM / Presence Video Chat Voice



SAPビジネスに本格参入し、ERPソリューション分野を強化 

MKIでは、『コールセンター／CRMデモ＆コンファレンス2009』

に出展し、コスト削減、業務効率化、顧客満足度向上をテー

マとした、MKIの優位性を活かした新ソリューションを紹介し

ます。 

主な展示内容はMKIが従来より取り扱ってきた音声プロダ

クトとMKI独自開発品を組み合わせたソリューションをデモ形

式で展示します。新規導入をご検討されているお客様はもち

ろんのこと、既存システムをご利用いただいているお客様にも、

ＭＫＩの優位性をご理解いただけるソリューションの展示を予

定しています。 

『コールセンター/CRM デモ&コンファレンス 2009』に出展 

今年で9回目を迎える『FIT2009（金融国際情報技術展）』

は、金融界に完全特化した日本最大規模の金融ITフェアです。

今回は、「経済活力を創る金融機能の高度化」をメインテーマ

に、約100社のIT先進企業が、最新のソリューションやモデ

ルを提案。MKIでは、先進ノウハウを満載した金融ソリューショ

ンのトータルな提案をご紹介する予定です。 

『FIT2009（金融国際情報技術展）』に出展 

MKIでは「Cisco Unified Computing System」（以下：

CiscoUCS）を次世代データセンターの提案に向けて取り入

れる方針を決定いたしました。 

Cisco UCSは、新たなアーキテクチャを採用し、ブレードサーバ、

ネットワーク、ストレージ、仮想化技術を統合。企業のデータセ

ンター管理の簡素化やコストの大幅削減を狙いとした製品です。 

今後は、Cisco UCSの利点・特徴を活かし、より強化されたIP

プラットフォームソリューションを展開してまいります。2009年

秋頃よりの提供開始を予定しています。 

 

次世代データセンターの提案に向け 
Cisco Unified Computing Systemの検証開始 

MKI Info

MKIは2009年2月、ビジネス注力分野として、ERPソリューション

分野の強化を目指しSAPジャパン株式会社が展開する

SAPビジネスへ本格参入することを発表しました。 

MKIはこれまで、SAPサービスの導入やインテグレーション、

保守運用を、三井物産をはじめとする流通・サービス分野の

大手企業のお客様に対してサポートしてきました。 

本格参入にあたり、専任組織「ERPソリューションセンター」を

新設。これまでのノウハウやリソース、各部に分散していた人

員を集約させ共有を図ります。そして、集約したノウハウを積

極的に横展開し、中長期的にビジネス規模の拡大をはかる

ことで、今後の主力ソリューションへと成長させていく方針です。 

MKIの主要なニュース・イベント情報をお伝えします。 
MKIのおすすめソリューションを、カテゴリー別にご紹介します。 

MKI Solutions

●IT企画・戦略コンサルティング 

既存のIT・業務環境を明確にし、中長期的な視点から将来の

あるべき姿を策定。現状分析から具体的な改善策の提案まで、

投資効果の高いIT導入・運用を実現するためのコンサルティ

ングを提供します。 

●システムコンサルティング（開発系） 

システム統合化計画、標準化、最適化に対する支援や、品質、

スケジュール遅延防止を目的とした開発プロジェクトへのPMO

支援等のコンサルティングを提供します。 

●システムコンサルティング（運用・保守系） 

システム保守・運用におけるコスト削減とサービス品質の向上

の両立が実現できるようアウトソーシングを含めた計画の立案

及び推進を支援するコンサルティングを提供します。 

●リスクマネジメントコンサルティング 

内部統制、BCP、ERMなど企業において必須となりつつある

リスクマネジメントの企画・立案、導入推進、効率的な運用を

実現するコンサルティングを提供します。 

●CRM／コンタクトセンターコンサルティング 

問題解決型のソリューション提案で、最適なコンタクトセンター

の構築・運営をトータルにバックアップ。安定運営で企業に利

益をもたらすための的確なコンサルティングを提供します。 

●バイオサイエンス研究支援コンサルティング 

四半世紀に亘り蓄積された経験と先駆的な知識を活かし、「テー

ラーメイド医療」「ゲノム創薬」「環境・エネルギー」といった分

野も含め、研究内容・プロセスにおける課題解決に向けたコン

サルティングを提供します。 

コンサルティング 

運用・保守・サービス 

ハイスペックFW＆冗長構成ネットワークをサービス形式で提供 

共有型冗長ネットワークセキュリティサービス「ネットシェア」 
「ネットシェア」は、MKIグループのデータセンター事業会社であるMKInetが新しく提供するセキュリティサービスです（MKInetデー

タセンターにて提供）。インターネットからの不正アクセスなどに対するセキュリティ基盤の提供・運用をMKInetがすべて行います。 

MKI総合研究所 
バイオサイエンスチーム パートナー 

①止まらないネットワークセキュリティをサービス提供 

MKInet推奨のファイアウォール、L2/L3スイッチを含む冗長構成

セキュリティ基盤と、インターネット回線をサービス形式で提供。 

②機器を持たない＆30％コスト削減（当社調べ） 

共有型マネージドサービスのため、お客様の機器調達や独自

の運用作業は不要。導入時90%以上、定常時30%以上の

大幅なTCO削減を実現します。 

③機器を持たない共通基盤だから最短2週間で導入可能 

ロードバランサオプションの利用も可能です。 

協業 協業 

受注 

・ネットシェア基盤構成は、FW、スイッチ（L2/L3）、インターネット回線（100M共有or専有）。当社専用区画内からお客様ラックに接続。 
・Internal／DMZのどちらかを1セットとして選択（両方選択<2セット以上>）も可能。 

■全体構成 

インターネット MKInetバックボーン ネットシェア基盤構成（Internal/DMZより選択、当社専用区画内） 

DMZセグメント 

B社ラック 

Internalセグメント 

※お客様ラック用L2SWは 
　1台目標準提供、 
　2台目オプション 

L2SW※ L2SW※ L2SW※ 

当社インターネット接続回線 
（100M共有/専有より選択） 

ファイア 
ウォール 

ファイア 
ウォール 

L2SW

L2SW

L3SW

L2SW

L2SW

L3SW

A社ラック 

ロード 
バランサ 

ロード 
バランサ 

オプション 

L2SW L2SW

L2SW※ 

C社ラック 

L2SW L2SW

L3SW L3SW

研究支援コンサル 
データ解析 

（主に客先で作業） 調査研究 システム開発 

パッケージ販売 

顧客 
製薬企業・食品企業の研究所 
大学、官公庁系バイオ研究機関 

主催 

日時 

場所 

株式会社日本金融通信社 

10月15日（木）～16日（金） 

東京・有楽町の東京国際フォーラム 

 

日時 

場所 

主催 
（株）リックテレコム「月刊コンピューターテレフォニー」、 
CMPビジネスメディア株式会社 

2009年11月12日（木）～13日（金）　 

池袋サンシャインシティ文化会館2F～4F

盛況を博した『コールセンター／ 
CRM デモ＆コンファレンス 2008』 
MKIブース 

■バイオサイエンス研究支援コンサルティングの概要 




